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1 　医療・看護・介護の一体的改革がなぜ必要か
医療・看護・介護サービスの政策課題
　医療・看護・介護サービスは相互に重複する部分が多い．特に高齢者の場合はそうである．医療・
看護・介護の地域レベルでの総合化をどのように行うべきかが，日本でも近年，問題となってい
るが，医療・看護・介護サービスを効率的かつ公正に安定的にかつ人間的に供給することが福祉
政策部門での重要な政策課題である．
　日本では2₀1₄年に「医療介護総合確保推進法」が制定され，政府は厚生労働省の老健局に地域
包括ケア総合調整官を置くとともに，すべての地方厚生局・支局に地方包括ケア推進課を設置し
て都道府県の市町村支援業務を支援する体制をとっている．
　「医療・看護・介護の総合化ないし一体改革はなぜ必要か．それはどのような形で行われるべき
か」というテーマは日本でも近年，大いに議論されているし，その方向に政策も動きつつある．
福祉サービス部門での今日のこの政策課題にこたえることが本稿の主目的である．
最適な福祉サービスの組み合わせがなぜ必要か
　医療・看護・介護の総合化が必要とされる理由は，一つにはそうすることが患者にとって好ま
しい（効用が高くなる）からであり，いま一つにはそのような政策の総合化が適切に行われれば ,
効率的（output/input 比を高くする）で費用節減にも有益だからである．
　日本では過去の福祉政策の改革では，イギリスや北欧の福祉政策を参考とすることが多かった
が，医療・看護・介護サービスの総合化に関しても北欧やイギリスの経験が参考になる．しかし，
これらの国での経験を参考にした議論はその割には多くない．本稿では医療・看護・介護の特に
高齢者に関しての包括化の先駆国ともいうべき，イギリスと北欧の場合を参考としつつ我が国で
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の在るべき姿を特に高齢者に関して考えてみよう．
イギリス，北欧での取り組み
　福祉サービスの先進国ともいえるイギリスやスウェーデンでの医療と福祉サービスの特に高齢
者に関しての総合化の試みは，早い段階から始まった．イギリスでは1₉₆₀⊖₇₀年代にシーボーム委
員会やウルフェンデン委員会が高齢者の福祉サービスに関する報告書を出して高齢者福祉サービ
スの在り方を検討し，勧告した．それが契機となって，以後，高齢者の医療・看護・介護の総合
化は社会保障の主要課題の一つとなった．
　福祉分野でのもう一つの先進国のスウェーデンでは，1₉₈₀年代初頭にそれ以前の段階で数万か
ら ₈ 万人程度の規模の基礎自治体（コムーン）に編成されていたので基礎自治体レベルでの総合化
を進めやすかったという事情がある．スウェーデンでは1₉₈₀年のエーデル改革で，高齢者に対す
る医療サービスと介護サービスが，総合化されていた．高齢者の場合，病気と要介護状態を区別
することが困難であり，それにノーマライゼーションの理念からも住み慣れた自宅から離れた施
設で介護を受けることは望ましくない．それゆえ，「医療と看護と介護サービスを地域レベルでで
きる限り身近な基礎自治体の自宅で医療・看護・介護サービスを総合的に受けることが好ましい」．
近年のスウェーデンではこのような考えから高齢者に関しては基礎自治体のコムーン・レベルで，
医療と介護サービスが総合的に行われるようになった．スウェーデンでは，医療と介護の総合化
を進める以前の段階で市町村を人口1₀万人以下のコムーンという基礎自治体に編成する改革を
行っていたので，高齢者の看護・介護・医療をこの適切な規模での基礎自治体で行うことが可能
であった（ただし，一般医療の財政はレーンと呼ばれる地域の責任であった．レーンとは日本でいうと
県レベルの自治体である）．
　エーデル改革のもう一つの目的は，病院に入院しなくても医療・介護・看護を総合的に行い，入
院が必要で望ましい場合だけ，病院への入院を進めることによって「社会的入院」を減らすこと
であった．エーデル改革の結果，社会的入院の減少などの効果もあった．日本はいわゆる社会的
入院の高齢者が多い国だが，社会的入院は病院に入院する必要がない人を入院させる上に，費用
も多く必要になる．効用／費用比を高めるためにも，医療・看護・介護の総合化が必要である．ま
た多くの高齢者はできることなら住み慣れた自宅で医療・看護・介護を受けることができればそ
のほうが良いと思っている．
　スウェーデンでは医師，看護師，介護士のサービスの関係が日本と比べると，行えるサービス
が重複する部分が多いようなイメージであり，資格を持つ看護師（地区看護師）が，日本なら医師
が行う治療や処置をかなりの程度，代行できる場合がある．筆者もスウェーデンで足の指に大け
がをしたとき，地区看護師に治療してもらったことがある．また薬局でいろいろアドバイスを受
けた経験もある．2₀年ほど前のそのころに比べれば，日本でも看護師や薬局の薬剤師の役割が大
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きくなってきたが，この点でもスウェーデンは先駆的だったといえよう．
　日本では福祉政策に関しては，イギリスや北欧での福祉政策を特に参考にしてきたが，かつて
は北欧で福祉政策の重要テーマとして取り上げられてから1₀年以上遅れて日本でも問題とされ，
導入されることが多かった．近年，医療と福祉サービスの総合化が日本で問題となっているが，
それは日本でもこの問題の重要性が認識される段階にあるためであろう．医療・看護（およびパラ
メディカル）・介護サービスは図表 1 のように重複する関係にある．特に後期高齢者の場合にはそ
うなので，これら三部門が連携した一体的供給をすることが要請される．そうすることによって
限られた資源を医療と看護と介護に効率的（効用（満足度）／支出費用を大きく）に配分すること
が医療と看護と介護を受ける高齢者の効用にとっても費用節減のためにも大切である．
　この医療・看護・介護を供給する主体は図表 2 のように政府（地方政府の自治体や公的社会保障
システムを含む），市場およびインフォーマル・システムであり，それぞれのシステムの長所を生
かす最適の組み合わせによる一体的供給が要請される．
　医療・看護・介護の一体的供給とは，図表 1 と図表 2 の二つの意味でのシステムをそれぞれ最
適に組み合わせて一体的に供給することである．それが効率的であり，同時にサービスの対象者
にとってもありがたい（効用が大きい）であろう．
　図表 1 および図表 2 が示すように，医療・看護・介護サービスを最適に（効用／費用を最大化す
るように）組み合わせて供給することと，政府および公的組織だけでなく民間組織と家庭，近隣，
ボランティアなどのインフォーマル部門が役割を分担して対処することが必要になる．この図表
1 のニーズに図表 2 のシステムを適切に組み合わせて適切なサービスを提供することがサービス
を受ける人にとっても好ましいし，「費用の節減にも役立つという意味」でも，満足度を高め支出
費用を減らすことすなわち効用（満足度）／支出費用を大きくするという意味でも効率的である．
医療・看護・介護の一体改革の一つの目的はこのことを実現することである．その基本目的に加
えて，医療・看護・介護サービスを地域によって格差がないように公平に，そして安定的に供給
することも暗黙の目的である．
医療 A
D
介護 C 看護 B
　　　D=A⋂B⋂C
A⋂BはAの要素とBの要素を含むという意味
図表 1　医療と看護と介護の関係
（出所）筆者作成
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高齢者に関しては基礎自治体レベルでの総合化を
　北欧とイギリスでの医療・看護・介護の総合化は日本にとって参考になるが，日本の場合には
医療と福祉サービスの総合化（日本では医療・福祉の一体的改革と呼ぶことが多い）をまず都道府県
レベルで行うとの構想である．他方，スウェーデンの場合は，高齢者に関しては，医療と福祉の
地域レベルでの総合化が問題とされる以前の段階で，人口1₀万人以下の基礎自治体のコミューン
に再編成されていたので，高齢者の場合，そのレベルでの医療・看護・介護サービスの総合化が
課題とされ，実現された．日本の場合は，まず都道府県レベルでの医療と福祉の総合化が問題と
なっているが，高齢者特に後期高齢者に関しては，より近隣の自治体を同一規模にして，人口，
年齢構成，財政，平均所得などの極端な格差を少なくすることが，真の自治体レベルでの医療・
看護・介護の一体化のために必要だということが次第に認識されるであろう．
　基礎自治体レベルでの医療・看護・介護の総合化を進めるためには，基礎自治体がスウェーデ
ンの場合のように，人口 ₅ ～ ₈ 万程度の規模になっていることが好ましいが，日本では少人口の
過疎地の自治体から人口1₀₀万人以上の自治体が併存しているので，直ちにスウェーデンのような
ことはできない．行うとすれば，医療福祉圏間での格差調整が大きな課題になる．対象地域の人
口，豊かさ，高齢化率などの格差が大きすぎると，格差調整のための政策介入が大きくなり，自
治が大きく損なわれるし，そうなると地元民の医療・看護・介護費用への関心が薄くなり費用
チェック機能も弱くなるので，効率にとって良くない．やがては高齢者の医療・看護・介護を総
合的に行うのに適したコミュニティの規模が問題になるだろう．
　筆者も最近，日本におけるコミュニティの喪失と再興をテーマにした論文や著書（丸尾，宮垣，
矢口編著『コミュニティの再生』中央経済社，2₀1₆年）を出版しており，コミュニティ・レベルでの
福祉やまちづくりには関心を持ってきた．「市場」と「政府」と，もう一つの経済社会システムと
政府 G
市場 M コミュニティC
図表 2　医療・看護・介護を供給する社会システム
　　　　―政府部門，市場部門，インフォーマル部門の関係―
（出所）筆者作成
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しての「インフォーマル・システムのコミュニティ」を適切に組み合わせる社会システムの在り
方に関心を持ってきた．拙著『日本型福祉社会』（日本放送協会1₉₈₄年）でこの問題を取り上げたこ
とがある．もっともその当時の日本のコミュニティは高度の市場化を経験しない前の社会でのコ
ミュニティであった．当時としては市場をより有効に活用し，政治をより民主的にすることが先
決の課題だったので，コミュニティ論としては注目されなかった．しかし，その数十年後，東日
本大震災で日本でもコミュニティの重要性が再認識され，コミュニティ再生のきっかけとなった．
日本も経済発展段階からしてもコミュニティ再生論が生まれ，パットナムがいうような意味での
「コミュニティの喪失と再興」が議論されるようになったのである．これは市民一般のコミュニ
ティであるが，高齢者の場合には医療・看護・介護サービスを一体的に行う場合のコミュニティ
の規模と在り方が問題になる．
高齢者福祉サービスの分野でのコミュニティ
　福祉サービスの分野でのコミュニティ再重視論は，高齢者福祉の分野で1₉₈₀年代にイギリスで
提唱された．コミュニティ・レベルでの介護・看護サービスの総合的改革の先駆的試みは，1₉₆₀
年代とその後のイギリスでのコミュニティ・ケア論とそれを提唱したシーボーム委員会の報告
（1₉₆₈年）など政府の政策によるところが大きい．他にも注目すべき政策や著書があるだろうが，
医療・介護・看護の一体的政策に関して筆者が比較的よく知っている国の中ではこの時のイギリ
ス政府の報告書といくつかの実験的政策が印象に残っている．
　もう一つ医療・介護・看護の一体的政策に関して筆者の印象に残っているのはスウェーデンで
1₉₈₀年代に行われたエーデル（Ådel）改革である．それは基礎自治体（コムーン）のレベルで高齢
者医療と高齢者介護を基礎自治体レベルで綜合化した先駆的政策であった．Ådel とはこの改革を
研究し，審議した Ådeler-delegation （老人委員会）からとったものである．
　日本でもこのところ医療と介護のサービスを総合化して一体的に改革しようとする動きが活発
であるが，それはさしあたり主に県レベルでの総合化であって，より小規模な基礎自治体のレベ
ルでの総合化ではない．将来は高齢者に関しては医療・看護・介護を住み慣れた居住地レベルで
総合化して，一体的に改革することが必要だと認識され，より小規模で身近なところで医療サー
ビスと介護を総合化しようとする試みが始まるであろう．長期的に考えると，高齢者に関しては，
スウェーデンのエーデル改革の経験やイギリスのコミュニティ・ケアの経験を参考にして介護と
医療を基礎自治体のコミュニティ・レベルで総合化することの意義と必要性が認識されるであろ
うが，日本の場合，コミュニティ・レベルでの自治体の規模や財政状態の格差が大きすぎる．人
口規模，人口構成，財政規模などが違いすぎると，政府からの補助金に依存する比重が大きくな
り，自治体の財政効率化や福祉サービスの効率化へのインセンティブが弱くなるので，人口規模，
人口構成，財政規模などの極端な格差を少なくすることも，地域レベルでの医療・看護・介護サー
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ビスの一体的改革には大切になる．
2　医療・看護・介護の一体的改革の課題
シーボーム委員会報告とウルフェンデン報告が重視したインフォーマル部門
　市場システム，政治システム，インフォーマル・システムという三つの社会経済システムのう
ちのインフォーマル・システムを家族，友人，隣人などのように組織されていない部門と，ボラ
ンティア団体や NPO など，インフォーマル部門から発展し組織された部門を区分して，政治，市
場に加えた四つのシステムに分けるのが1₉₆₀年代のイギリスでは普通だった．シーボーム委員会
報告（1₉₆₈年，正式名称：地方自治体と関連する対人サービスに関する委員会報告）やウルフェンデ
ン報告（1₉₇₈年）の当時としての一つの特徴は福祉サービス（personal social services）を供給する
主体として公的部門と民間部門に加えてファミリーやボランタリー組織を重視したところにある．
1₉₆₀年代とその後のイギリスの福祉サービスを紹介している R. Hadlley と S. Hatch 著の『社会福
祉と政府の失敗』（1₉₈1）は，社会福祉政策を提供する主体として， 1 ，政府， 2 ，商業的組織に
加えて， ₃ ，ボランタリー組織， ₄ ，家族，友人，近隣を挙げている．筆者の場合は，図表 2 の
ように1₉₈₄年著の『日本型福祉社会』以来，重なり合う三つの○のベン図で福祉サービスを供給
する主体を表してきた．
　もっとも1₉₈₀年代の日本で筆者が想定したインフォーマル部門あるいはコミュニティ部門は，
市場化と民主主義化が進んだ社会のものではなかった．現代の先進国社会には政治も市場も「失
敗する」（丸尾，三橋，広田，矢口，落合著，2₀1₀年）領域があるが，その「失敗」を補完あるいは
緩和するのに重要な役割を果たすのが，このインフォーマル部門とかコミュニティと呼ばれる部
門である．このことが日本で認識されるようになったのは近年になってからである．今後の先進
工業国では福祉政策も公的部門だけでなく市場とインフォーマル部門を最適に組み合わせて活か
す福祉ミックス方式で医療・看護・介護などの福祉サービスを行うことが要請される．
　
社会科学の実験国北欧――日本が学んだ主な政策――
　筆者は社会福祉政策の先駆的例として北欧の例をよく引用するが，北欧諸国はすべて小国であ
り，「小国ではうまくいっても日本やアメリカのような大国にはあまり参考にならない」と日本や
アメリカではいう人が多い．しかし，小さいからこそ社会・政治・経済の仕組みも金の流れもよ
く見える．どういう政策が成功したかもよくわかる．だからスウェーデンは「社会科学の実験国」
とか「社会的エンジニアリングの実験国」ともいわれる．福祉サービスの分野では，一頃はス
ウェーデンでの実験結果が良ければ，他の国も取り入れればよいといった感じの時代もあった．
日本では，必ずしも認識されていないが，スウェーデンやデンマークから数えきれないほどの政
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策を学んできた．高齢者福祉サービスの調査には，1₉₆₄年，福祉国家調査団が北欧三国に招待さ
れて調査報告武藤光郎編『福祉国家論』（社会思想社1₉₆₅年）を出版して以来，多くの調査団が訪
問したり，現地に住む大使館員その他も多くの情報を集め，良い政策は比較的早く日本にも導入
されるようになった．高齢者福祉サービスに関しては，1₉₈₄年の社会保障制度審議会の「老人福
祉の在り方について」という建議で提言した「老人ホームと住宅の中間」のスウェーデンのサー
ビス・ハウスやイギリスのシェルタード・ホームのような中間施設の新設が提言されて，日本で
もケアハウスが生まれた．また，老人ホームと病院の中間のような施設の設立も建議されて老人
保健施設が造られた．これらの中間施設は，医療と介護とを高齢者に関して総合化することを意
図したものであった．医療・看護・介護サービスなど適切なサービスを高齢者など要介護者が受
けやすくする工夫として，これらの機能を備えた複合施設が北欧では多く建設されたが，同時に
できる限り，本人が望む限り，自宅でも複合的福祉サービスを受けて自宅で過ごせるような努力
がなされた．
　1₉₆₀年に導入されたスウェーデンの二階建て年金制度は，日本でも注目され，1₉₇₅年には現代
研究集団（所長大河内一男東大教授）が，1₉₇₅年と1₉₇₇年には社会経済国民会議がスウェーデン型
の年金改革を提言し，基礎年金＋報酬比例型年金の二階建て年金制度，基礎額方式，ポイント制
による基礎額基準の年金拠出の記録方式，年金ポイント制により公的年金の自分の積み立て分を
記録して通知して自分の貯蓄のように意識させる公的年金の導入を提言した．これらの方式は₅₀
数年後の日本でようやく実現の方向に向かいつつある．さらに自民党政権下で導入された年金給
付のマクロ経済調整システムや民主党政権が導入しようとした保証年金はスウェーデンが1₉₉₉年
に行った年金改革の影響である．
　これは数々の例の一端であり，社会保障の分野で日本が北欧やイギリスから学んだことは数し
れない．
　経済政策面でもスウェーデンは，先駆的政策を行っている．1₉₃₀年はじめの大不況期にスウェー
デンが導入した「ケインズ以前のケインズ的不況対策」といわれた政策はその後，多くの国の学
ぶところとなった．さらに1₉₉₃年の金融危機型の不況期には，危機に瀕した金融機関に多額の公
的資金を注入してまず金融不安を克服し，その後，輸出増加などで総需要を持続させて不況を脱
出した．このように不況対策でも，スウェーデンは社会科学の実験的政策で世界のモデルになっ
た（N. Maruo, A. Björklund and C. le Grand eds., 2₀₀₄）．
リチャード・ロウズとエスピン―アンデルセンの福祉国家の類型化
　このようにインフォーマル部門を経済社会体制のもう一つの部門として重視する考えは，当初
は福祉サービスについてであったが，その後，福祉ミックス論などで経済社会体制論にも取り入
れられた．
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　福祉ミックス論を最初に提唱したリチャード・ロウズ・白鳥令編著の『福祉国家：東と西』（1₉₈₆
年）は，世界の福祉国家を，①社会保障など政府部門の比重が高い北欧型と，②市場重視のアメリ
カ型と，③家族などインフォーマル部門の役割が大きい日本などのアジア型の三つに分けた．リ
チャード・ロウズは福祉ミックスを政府＋市場＋家族という形で表した．
　筆者はイギリスに留学し，北欧には数十回，福祉政策の事情調査のため訪問し，医療と介護の
包括化をこれらの国がどのように進めてきたかに関心を持って見守ってきた．また，それらの国
を訪問する度に福祉施設を訪問してきた．日本政府も北欧・イギリスの福祉政策には関心が深く，
これらの国の福祉政策の長所を取り入れてきた．筆者が社会保障制度審議会の委員の時に作成さ
れて出版された社会保障制度審議会の「老人福祉の在り方について」という建議は審議会委員自
身が執筆して作成した建議であり，筆者も三人の執筆委員の一人であったが，この建議で提唱さ
れたサービス・ハウス（図表 ₃ のＦ）は，従来の老人ホームに住宅としての特徴を持たせようとし
た施設であり，老人保健施設（図表 ₃ のＥ）は医療サービスと介護サービスを総合化し一体化する
ことを意図した中間施設であった．
医療・看護・介護の総合改革がなぜ要請されるか
　このように老人福祉施設に関してはこの段階で医療・看護・介護の総合的施設が新設されたが，
医療・看護・介護の施設サービスを含むサービスの一体的改革を地域レベルで総合化することが
課題とされている．それが現在の日本の福祉サービス改革案の新しいところである．
　医療・看護・介護の一体改革が今必要とされるのは，第一に，医療・看護・介護サービスに人材，
費用などの資源（人材，資本など）が現状では最適（効率的）かつ公正に配分されているとはいえ
ないからである．第二に，地域別にみても資源配分が最適配分されていない上に，公正にも分配
D：病院と老人ホームの中間施設　　老人保健施設と呼ばれる
E：病院と在宅介護の中間施設
F：老人ホームと在宅介護の中間施設　　サービスハウスとなる
A 病院 D B老人ホーム
E F
C 在宅看護介護
図表 3　三つの中間施設
（出所）筆者作成
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されていないからである．地域によって，（ 1 ）年齢構成，（ 2 ）人口，（ ₃ ）財政規模，（ ₄ ）豊かさ
などによって医療・看護・介護のニーズは当然違ってくるから，そうしたニーズにこたえるよう
なシステムが資源の最適配分にとっても公正分配にとっても必要になる．日本の場合は，1₉₈₀年
代のスウェーデンとは，基礎自治体の（ 1 ）年齢構成，（ 2 ）人口，（ ₃ ）財政規模，（ ₄ ）豊かさなど
が大きく異なるので，その調整をまず基礎自治体のレベルで行い，現状のような中央政府や県政府
の財政補助依存をなくすことが，資源の適正配分にとっても公正分配にとっても政策課題である．
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